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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by JA‑

PAN POST BANK Co., Ltd. For partici‑

pating in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact point for the notice : Yoshio

Nishimura, General Administration Depart‑

ment, Corporate Service Unit, JAPAN

POST BANK Co., Ltd. 32 Kasumigaseki
1‑chome Chiyoda‑ku Tokyo 1000013 Ja‑
pan. TEL 0335044627

〇第２号（No.２）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 中速ＮＩＰ用トナー 182箱（予定）ほか
３点
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成28年３月10日
 納入場所 入札説明書による。
 入札、開札の日時及び場所 平成27年３月
11日午後１時30分 日本郵政ビル１Ｆ入札室

２から５ 第１号の２から５に同じ
６ Summary

, , , , ,  and  are same as the

notice above (No. 1)

 Nature and quantity of the products to be

purchased : The Non‑Impact‑Printer toner

182 boxes (planned) and the other three

kinds of items

入札公告の取消
平成 27 年１月８日
日本郵便株式会社調達部担当執行役員

河村 学
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13
平成26年10月28日付（号外政府調達第202号14

ページ）掲載の「有人けん引車 ９台」の入札公
告を取消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年１月８日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長 尾藤 勇

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 太田川矢口排水機場建設工事（電
子入札対象案件）
 工事場所
広島県広島市安佐北区矢口地先

 工事内容
工事延長 Ｌ＝119ｍ
【矢口排水機場】
工場製作工 １式
河川土工 2800
法面工 300
地盤改良工
（薬液注入 注入長Ｌ＝２～96ｍ）65本
機場本体工
（流入水槽、吸水槽、吐出水槽）１式
本体基礎工
（ニューマチックケーソン工）
（流入水槽、吸水槽、吐出水槽）１式
擁壁工 25ｍ
構造物撤去工 １式
仮設工 １式
 工期 契約締結の翌日から平成28年11月30
日まで
 使用する主要な資機材
生コンクリート 約６千
鋼材（棒鋼）約４百トン

 工事実施形態
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価型（Ｓ型））の試行工
事のうち、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を
確実に実現できるかどうかについて審査
し、評価を行う施工体制確認型総合評価落
札方式の試行工事である。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後受発
注者間の協議により総価契約の内訳として
単価等を合意することとする。
 本工事は、低入札価格調査制度調査対象
工事について、現場にモニターカメラの設
置（施工状況の把握）及び発注者の指定す
る不可視部分の施工に関するビデオを撮影
し、発注者への提出を実施する工事である。

 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
であり、詳細は特記仕様書による。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。
 本工事は、申請書と併せて歩掛見積の提
出を求め、作成・決定した歩掛を競争参加
資格有りと通知した企業に対して電子入札
システム等で公表する工事である。詳細は
入札説明書による。
 本工事は、技術資料作成に必要と思われ
る当該工事の関連データを希望者にイン
ターネットで提供、または、記録媒体によ
る提供を行う試行工事である。詳細は入札
説明書による。
 本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を通常考える
工事実施地域外から広域的に確保せざるを
得ない場合に、「共通仮設費（率分）のうち
営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理
費」の一部の費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、契約締結後、労働者確
保に要する方策に変更が生じ、土木工事標
準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は、実績変更対象
費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。

 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。
 予算成立の事情により、本工事の入札及び
開札を変更又は取り消すことがある。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局における平成27・28年度
「一般土木工事」に係る一般競争参加資格の
申請を行っていること。

また、開札時点において、平成27・28年度
「一般土木工事」の一般競争参加資格の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、中国地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて
いること。）。
 中国地方整備局における平成27・28年度
「一般土木工事」に係る一般競争参加資格の
認定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること。（上記の再認定を
受けた者にあたっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 平成11年度以降に元請けとして完成・引き
渡しが完了した、次の同種工事の施工実績を
有すること。
同種工事とは、下記の要件を満たす工事と
する。
・ニューマチックケーソン工を用いた工事
共同企業体の構成員としての実績は出資比
率が20％以上であること。ただし、乙型Ｊ
Ｖ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績に
ついては、出資比率に関わらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。


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